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しょうゆ品質表示基準の改正について（案）

平成２１年２月９日

農 林 水 産 省

１ 趣旨

厚生労働省は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第２６条第１項に基

づく特別用途食品制度を改正し、低ナトリウム食品については、病者用食品の許

可対象食品から除外する予定である。このため、同法の規定に基づく許可等を表

示根拠としているしょうゆ品質表示基準（平成１２年１２月１９日農林水産省告

示第１６６５号）について 「ＪＡＳ規格及び品質表示基準の制定・見直しの基、

準 （平成１７年８月農林物資規格調査会決定）に基づき、低ナトリウム食品が」

特別用途食品の対象範囲から除外されても影響がないように所要の見直しを行

う。

２ 内容

「減塩」の表示を行う際の条件を「健康増進法第26条第１項の許可を受けたも

の」から「健康増進法第３１条第１項の規定に基づく表示を行ったもの」に改正

する。
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しょうゆ品質表示基準（平成１２年１２月１９日農林水産省告示第１６６５号）の一部改正新旧対照表

（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（表示禁止事項） （表示禁止事項）

第４条 加工食品品質表示基準第６条各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項は、これを表示して 第４条 加工食品品質表示基準第６条各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項は、これを表示して

はならない。ただし、 に掲げる事項についてはしょうゆの日本農林規格（平成16年９月13日農林 はならない。ただし、 に掲げる事項についてはしょうゆの日本農林規格（平成16年９月13日農林 

水産省告示第1703号。以下「農林規格」という。）第３条から第７条までに規定する規格による格 水産省告示第1703号。以下「農林規格」という。）第３条から第７条までに規定する規格による格

付が行われたものに表示する場合、 及び に掲げる事項については農林規格第３条から第７条ま 付が行われたものに表示する場合、 及び に掲げる事項については農林規格第３条から第７条ま   

でに規定する規格による格付が行われたものであって別表１の区分に該当するしょうゆに対し、そ でに規定する規格による格付が行われたものであって別表１の区分に該当するしょうゆに対し、そ

れぞれ同表に規定する用語を表示する場合、 に掲げる事項については別表２の区分に該当するし れぞれ同表に規定する用語を表示する場合、 に掲げる事項については別表２の区分に該当するし 

ょうゆに対し、それぞれ同表に規定する用語を表示する場合、 に掲げる事項（品評会等で受賞し ょうゆに対し、それぞれ同表に規定する用語を表示する場合、 に掲げる事項（品評会等で受賞し 

たものであるかのように誤認させる用語に限る。）については品評会等で受賞したものと同一仕様 たものであるかのように誤認させる用語に限る。）については品評会等で受賞したものと同一仕様

によって製造された製品であって受賞年を併記してあるものに表示する場合は、この限りでない。 によって製造された製品であって受賞年を併記してあるものに表示する場合は、この限りでない。

～ （略） ～ （略）   

「うす塩」、「あさ塩」、「あま塩」、「低塩」又は「減塩」その他食塩分が少ない旨を示す 「うす塩」、「あさ塩」、「あま塩」、「低塩」又は「減塩」その他食塩分が少ない旨を示す 

用語 用語

（略） （略） 

別表１ （略） 別表１ （略）

別表２ 別表２

区 分 用 語 区 分 用 語

こいくちしょうゆ、うすくちしょうゆ、たまりしょうゆ、さいしこみ 「うす塩」、「あさ塩」、 こいくちしょうゆ、うすくちしょうゆ、たまりしょうゆ、さいしこみ 「うす塩」、「あさ塩」、

しょうゆ、しろしょうゆ又はその他のしょうゆのうち、食塩分が通常 「あま塩」又は「低塩」 しょうゆ、しろしょうゆ又はその他のしょうゆのうち、食塩分が通常 「あま塩」又は「低塩」

の当該しょうゆの食塩分に比べて80％以下のものであって、かつ、健 の当該しょうゆの食塩分に比べて80％以下のものであって、かつ、健

康増進法（平成14年法律第103号）第31条第１項の規定に基づく表示 康増進法（平成14年法律第103号）第31条第１項の規定に基づく表示

を行ったもの を行ったもの

しょうゆ100ｇ中の食塩量が９ｇ以下のものであって、かつ、健康増 「減塩」 しょうゆ100ｇ中の食塩量が９ｇ以下のものであって、かつ、健康増 「減塩」

進法第31条第１項の規定に基づく表示を行ったもの 進法第26条第１項の許可を受けたもの









○健康増進法（平成１４年８月２日法律第１０３号 （抜粋））

（特別用途表示の許可）

第二十六条 販売に供する食品につき、乳児用、幼児用、妊産婦用、病者用その他厚生

労働省令で定める特別の用途に適する旨の表示（以下「特別用途表示」という ）をし。

ようとする者は、厚生労働大臣の許可を受けなければならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、製品見本を添え、商品名、原材料の配合割合及

び当該製品の製造方法、成分分析表、許可を受けようとする特別用途表示の内容その

他厚生労働省令で定める事項を記載した申請書を、その営業所の所在地の都道府県知

事を経由して厚生労働大臣に提出しなければならない。

３ 厚生労働大臣は、研究所又は厚生労働大臣の登録を受けた法人（以下「登録試験機

」 。） 、 （ 「 」 。）関 という に 第一項の許可を行うについて必要な試験 以下 許可試験 という

を行わせるものとする。

４ 第一項の許可を申請する者は、実費（許可試験に係る実費を除く ）を勘案して政令。

で定める額の手数料を国に、研究所の行う許可試験にあっては許可試験に係る実費を

勘案して政令で定める額の手数料を研究所に、登録試験機関の行う許可試験にあって

は当該登録試験機関が厚生労働大臣の認可を受けて定める額の手数料を当該登録試験

機関に納めなければならない。

５ 第一項の許可を受けて特別用途表示をする者は、当該許可に係る食品（以下「特別

用途食品」という ）につき、厚生労働省令で定める事項を厚生労働省令で定めるとこ。

ろにより表示しなければならない。

（栄養表示基準）

第三十一条 販売に供する食品 特別用途食品を除く につき 栄養表示 栄養成分 厚（ 。） 、 （ （

生労働省令で定めるものに限る。以下この条において同じ ）又は熱量に関する表示を。

いう。以下同じ ）をしようとする者及び本邦において販売に供する食品であって栄養。

表示がされたもの（第二十九条第一項の承認を受けた食品を除く。以下この条におい

て 栄養表示食品 という を輸入する者は 厚生労働大臣の定める栄養表示基準 以「 」 。） 、 （

「 」 。） 、 。 、下単に 栄養表示基準 という に従い 必要な表示をしなければならない ただし

販売に供する食品（特別用途食品を除く ）の容器包装及びこれに添付する文書以外の。

物に栄養表示をする場合その他政令で定める場合は、この限りでない。

２ 栄養表示基準においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 食品の栄養成分の量及び熱量に関し表示すべき事項並びにその表示の方法

二 栄養成分のうち、国民の栄養摂取の状況からみてその欠乏が国民の健康の保持増

進に影響を与えているものとして厚生労働省令で定めるものにつき、その補給がで

きる旨を表示するに際し遵守すべき事項又はその旨が表示された栄養表示食品で輸

入されたものを販売するに際し遵守すべき事項

三 栄養成分のうち、国民の栄養摂取の状況からみてその過剰な摂取が国民の健康の

、保持増進に影響を与えているものとして厚生労働省令で定めるもの又は熱量につき

その適切な摂取ができる旨を表示するに際し遵守すべき事項又はその旨が表示され

た栄養表示食品で輸入されたものを販売するに際し遵守すべき事項

３ 厚生労働大臣は、栄養表示基準を定めたときは、遅滞なく、これを告示しなければ

ならない。



○栄養表示基準(平成１５年４月２４日厚生労働省告示第１７６号)（抜粋）

(低減された旨の表示について遵守すべき事項)

第十条 別表第六の第一欄に掲げる栄養成分又は熱量の適切な摂取ができる旨の表示の

うち他の食品に比べて当該栄養成分の量又は熱量が低減された旨のもの(以下この条及

び次条において「低減された旨の表示」という。)は、当該食品一〇〇 当たりの当該g
栄養成分の量又は熱量(清涼飲料水等にあっては、当該食品一〇〇 当たりの当該栄ml
養成分の量又は熱量)が当該他の食品に比べて低減された量が同表の第二欄に掲げる量

(清涼飲料水等にあっては、同表の第三欄に掲げる量)に満たない場合はしてはならな

い。

２ 前項に定めるもののほか、コレステロールに係る低減された旨の表示は、当該食品

一〇〇 当たりの飽和脂肪酸の量が当該他の食品に比べて低減された量が一・五 (清g g
涼飲料水等にあっては、当該食品一〇〇 当たりの飽和脂肪酸の量が〇・七五 )にml g
満たない場合はしてはならない。

３ 第五条第二項の規定は、前二項の栄養成分の量及び熱量について準用する。

４ 低減された旨の表示をするに際しては、次の事項を表示しなければならない。

一 当該他の食品を特定するために必要な事項

二 当該栄養成分の量又は熱量が当該他の食品に比べて低減された量又は割合

５ 第七条第四項の規定は、前項に規定する事項の表示の方法について準用する。

６ 低減された旨の表示がなされた輸入に係る栄養表示食品を販売するに際しては、第

、 。一項及び第二項に規定する場合は 当該低減された旨の表示を消さなければならない

７ 低減された旨の表示がなされた輸入に係る栄養表示食品を販売するに際しては、第

。 、四項に規定する事項を第五項に規定する方法により表示しなければならない ただし

当該低減された旨の表示を消した場合は、この限りでない。

(しょうゆに係る特例)

第十一条 しょうゆのナトリウムに係る低減された旨の表示についての前条の規定の適

、 「 」 「 」 、用については 同条第一項中 他の食品 とあるのは 同種の標準的なしょうゆ と

「満たない場合」とあるのは「満たず、又は当該しょうゆのナトリウムの量が当該同

種の標準的なしょうゆに比べて低減された割合が二割に満たない場合」と、同条第四

項中「他の食品」とあるのは「同種の標準的なしょうゆ」とする。

別表第六(第九条、第十条関係)

第一欄 第二欄 第三欄

g g脂質 三 一・五

g g飽和脂肪酸 一・五 〇・七五

mg mgコレステロール 二〇 一〇

g g糖類 五 二・五

mg mgナトリウム 一二〇 一二〇

kcal kcal熱量 四〇 二〇



パブリック・コメント等募集結果

規制の設定又は改廃に係る意見の提出手続きに寄せられた意見・情報

（しょうゆ品質表示基準の改正案）

１．改正案に係る意見・情報の募集の概要（募集期間：H20.10.2～H20.10.31）

受付件数 ２件（業界団体１、不明１）

意見・情報

別紙のとおり

２．事前意図公告によるコメント（募集期間：H20.10.31～H20.12.29)

受付件数 なし



しょうゆ品質表示基準の一部改正案に対して寄せられた御意見・情報等に対

する考え方について

御意見の概要 当省の考え方（案）

第４条別表２中「しょうゆ100ｇ中の食塩 今般の改正により「減塩」の用語表示は

量が９ｇ以下のもの」の解釈については、 、健康増進法第31条第１項に規定する栄

今回の改正により健康増進法第26条第１項 養表示基準に基づく表示の要件になりま

に基づく特別用途表示の許可の必要がなく す。厚生労働省の栄養表示基準の運用通

なることにより、次のとおり複数のものが 知では、「減塩」等の表示は、ナトリウ

考えられるので、どの方法にすべきかをＱ ムに係る低減された旨の表示の基準が適

＆Ａ等で明示してほしい。 用されることから、「しょうゆ100ｇ中

・ナトリウム3,550mg以下（現行の特別用 の食塩量が９ｇ以下のもの」の判断は「

途食品の低ナトリウム食品の許可要件。） ナトリウム3,550mg以下」と明確になっ

・塩化物イオン5,450mg以下（しょうゆの ています。

ＪＡＳ規格において無塩可溶性固形分の測

定に規定する食塩分に相当。）

・製造時の食塩の配合量

注）上記以外の御意見については、告示案の内容に関する御意見ではなかったため、参考

として賜ります。

（別紙）


